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アース・ネゴシエーション・ブレティン （地球交渉速報）
環境と開発の交渉のための報告サービス

COP 30 #9

ベレン気候変動会議 
11月19日水曜日

この日は、多数の参加者にとり、ひたすら待機する一日とな
った。ハイレベル協議からのガイダンス、非公式な非公式協議
での進捗報告、あるいは新しい文書草案が出てくるのをひた
すら待ち続けた。プレナリーが開催される予定と発表された
が、結局、実現しなかった。技術レベルの交渉担当者は、文書
草案をクリーンなものにしようと、最善の努力を傾けたが、パ
リ協定実施のための非市場協力アプローチの交渉担当者以
外は、成功しなかった。夜も、協議が続けられた。

議長職協議
他の国際機関との協力：COP 30議長職のLuiz de Andrade 

Filhoは、非公式ノートに対する締約国の意見発表を招請し
た。

多くのものが、これまでに発表された全ての意見をバランス
よく記載していないと嘆いた。カナダ、EU、英国、EIG、モーリシ
ャス、リベリア、ガンビア、アルメニア、モンゴリアは、他の国際
機関及び他のリオ条約事務局との協力に関し、次の要素の追
加を要求した：作業のモダリティ；リオ条約とのシナジーの強
化；合同リエイゾン・グループの運営方法の透明性及び信頼の
強化；ジェンダーや人権などのクロスカッティングイシュー。カ
ナダは、事務局に対し、次を行うよう提案した：他の国際機関
及び他のリオ条約事務局との協力での参加性を高める方法に
関する統合報告書を、SBSTA 64の前に作成する；合同リエイゾ
ン・グループの作業に焦点を当て、国際機関との協力に関する
文書を、SBSTA 64に提出する。

サウジアラビア、ロシア、コロンビア、パナマ、中国、アルメニ
ア、インドネシアは、現状通りのノートで議論を進めることを支
持した。

議長職は、この文書をCOPへ送り、その採択にかける。
地方コミュニティの参画強化：COP 30議長職のMarco Túlio 

Scarpelli Cabralは、文書草案に対する意見発表を招請した。
小島嶼国連合(AOSIS)は、促進作業部会(FWG)での締約国

と先住民代表とのバランスを求めた。同連合は、FWGに地方コ

ミュニティの席を加えた場合は、バランスに影響すると強調、前
回のFWGではこの問題が決着しなかったことを想起した。

AOSIS、EU、ノルウェー、オーストラリア、カナダ、ニュージーラ
ンドは、FWGへの地方コミュニティの参加は、慎重に議論する
必要があるとし、2027年のFWGのレビューで議論するよう求め
た。ノルウェー及びカナダは、地方コミュニティの参画方法に関
する議長職協議の報告書を、COP 31へ送ることに反対し、これ
は2027年レビュープロセスの結果に予断を加えることになる
と述べ、むしろCOP 32で終了するレビューに、フィードインする
べきだと述べた。

ベニンは、地方コミュニティは気候危機の前線に立ってお
り、貴重な伝統知識を有し、脆弱な生態系の回復に重要な役
割を果たすと強調した。同代表は、意思決定プロセスへの地方
コミュニティの参画促進に向け、さらなる資源、訓練、地域の交
流、及び協力を求めた。

議長職は文書草案を改訂する予定。

技術レベルの交渉
クリーンな開発メカニズム(CDM)：CMP非公式協議で、共同

進行役のPeer Stiansen (ノルウェー)及びAlick Muvundika (ザ
ンビア)は、CDM信託基金からの資金移転に焦点を当て、移転
可能な資金は2680万米ドルであると指摘した。

締約国は、次の資金移転先について、議論した：第6条4項メ
カニズム；適応基金；キャパシティビルディング活動の支援。英
国は、中南米カリビアン諸国連合(AILAC)及びEUの支持を得
て、全額を第6条4項メカニズムに移転することを提案した。英
国は、これに加えて、監督機関に対するガイダンスにおいて、キ
ャパシティビルディングへの支出増額を求めることができると
述べた。

アフリカングループは、上記の3つのオプションにそれぞれ
特定の額を配分するよう希望し、適応基金に500万米ドル、キ
ャパシティビルディングに500万米ドル、残額を、第6条4項メカ
ニズムに配分することを提案した。後発開発途上国(LDCs)は、
キャパシティビルディングに500万米ドルを移転し、残りを第6
条4項メカニズムに移転することを支持した。有志開発途上国
(LMDCs)は、3つのオプションに均等に分けることを希望した。
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さらなる協議の末、アフリカングループは、多くの締約国の
支持を得て、次を提案したが、LMDCsは反対した：全額を第6条
4項に移転し、そのうちの400万米ドルをキャパシティビルディ
ング用と指定する；第6条4項への移転及びCDMの運用終了後
に残る、CDＭ信託基金の残額は適応基金に移転する；移転さ
れた新しい金額に対する償還額、さらには決定書2/CMP.16に
基づき移転される3千万米ドルは、適応基金に配分される。

共同進行役らは、合意に達せなかったと議長職に報告する
予定。
京都議定書の下での国際取引ログ(ITL)に関する予算問

題：CMP非公式協議では、Abzeita Djigma (ブルキナファソ)が
共同進行役を務め、ITL信託基金の未払い残高の処理に関し、
議論した。AOSIS、ノルウェー、LDCsなどは、パリ協定第6条2項
のインフラストラクチャー、特に国際レジストリの策定支援に
充てることを支持した。LMDCsは、第6条2項のインフラストラク
チャー支援と、対応措置実施の影響対策に、均等に配分するこ
とを希望した。

進行役のDjigmaは、合意に達せなかったことを議長職に報
告する予定。
パリ協定第6条2項(二国間協力手法)：CMA非公式協議で、

共同進行役のPeer Stiansen (ノルウェー)及びPacifica Achieng 
Ogola (ケニア)は、意見対立が残る項目に焦点を当てたハドル
の開催を提案した。

ニュージーランドは、ハドルの結果を報告し、以前に出された
ガイダンスへの言及など、一部の項目では意見が一致したが、
締約国の報告作成での不一致に関する問題など、一部の項目で
は意見が分かれたままだったと指摘した。共同進行役らは、改定
文書の作成を申し出て、会議室は真夜中まで確保しており、まだ
議論する時間はあると指摘した。夜まで協議が続けられた。
パリ協定第6条4項(クレジット・メカニズム)：CMA非公式協議

で、共同進行役のSonam Tashi (ブータン)及びKate Hancock (
オーストラリア)は、新しい文書草案を提示し、メカニズムの運
用に対する資金調達のパラグラフを改訂したと指摘した。この
ほか、前夜のハドルで意見が一致しなかった問題は、CDM活
動のホスト締約国による承認期限の延長、第6条4項監督機関
(SBM)メンバーの委任条件であった。共同進行役らは、締約国
に対し、妥協案を見出すよう促した。

締約国は、CDM信託基金から移転される資金規模に関し、
多様な意見を発表した。AOSISは、2680万米ドルへの言及を要
請した。LMDCsは、新しい資金のパラグラフについては、他の
未解決の項目と平行して議論する必要があると強調した。
締約国は、次の項目での意見の一致を求めて、ハドルを開催

した：透明性及び利害関係者の参画；手法論及び標準。スイス
及びニュージーランドは、ハドルの結果を報告、次のパラグラ
フでは意見が一致したと述べた：SBMの意思決定の透明性、及
び手法論専門家パネルの透明性；SBMの利害関係者協議プロ
セスの強化；削減、回避、除去の定義づけに関するパラグラフ
の削除。

夜も、非公式な非公式協議が続けられた。
パリ協定第6条8項(非市場アプローチ)：CMA非公式協議で、

共同進行役のJacqui Ruesga (ニュージーランド)は、非公式な
非公式協議の議論を基に作成された、新しい文書草案での合
意確認を招請した。締約国は、この文書を議長職に送り、CMA
での採択にかけることで合意した。
専門家諮問グループ(CGE)：COP非公式協議で、共同進行役

のHans Kolshus (ノルウェー)及びTian Wang (中国)は、非公式
な非公式協議の結果を報告するよう招請した。オーストラリア
は、進展があったと報告し、マイナーな問題では合意したが、主
要な問題では意見の不一致が残っていると述べた。

非公式な非公式協議が続けられ、夜遅くには、非公式協議が
予定されている。
気候技術センターの機能のレビュー：COP/CMA非公式協

議では、Tosi Mpanu Mpanu (コンゴ民主共和国)及びMattias 
Frumerie (スウェーデン)が共同進行役を務めた。EUは、非公式
な非公式協議での進捗状況を報告し、次を指摘した：大半の決
定書草案では、カッコ書きを外したが、CTCへの支援供与につ
いては、括弧書きが残った；CTCの機能改定に関する付属書で
は、その半分の項目で合意した。

非公式な非公式協議が続けられ、夜には非公式協議が再開
された。

廊下にて
2日間、真夜中まで油（照明と暖房用？）を燃やした後、参加

者は、2日前、議長職が会議の正式閉会前に採択するといって
いた、「Mutirão」決定書を目にできるものと期待し、会場入りし
たが、実際に目にしたのは、きわめて少数の交渉予定表であり、

「Mutirão」の項目は見当たらなかった。適応世界目標及び公
正な移行作業プログラムなど、重要問題の運命は不確実なま
まであった。

午後、ブラジルのLula大統領自身が出席するプレナリーが開
催されるとの噂が飛び交ったが、これも結局は実現せず、熱望
された決定書文書も出てこなかった。待ち時間が長くなり、多く
のオブザーバーや参加者は、会場をうろつきまわり、アイスクリ
ームスタンドの周りにたむろしていた。

次回の締約国会議(COP)のホスト国について、西欧諸国及
び他のグループの中ではアンタルヤ（トルコ）での開催で合意
した、ただし、実際の議長職については、トルコとオーストラリ
アの間で、何らかのアレンジがされるとの噂が流れた。

「ドイツは、自国に来てほしくないと考えている」と、ある参
加者は指摘し、「ボンは貧しすぎるし、正式なCOPを開催するに
は小さすぎる」とも述べた。しかし、多くのものは、このありそう
にない両国のパートナーシップは問題をはらんでいると懸念し
た。あるオブザーバーは、「太平洋地域はどうなるのだ」と述べ、

「太平洋でのプレCOPは、最も脆弱なものに対する実質的成
果を挙げられないのではないか」とも述べた。

https://unfccc.int/documents/460957

